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論 壇

日本における全粒穀物摂取， とくに玄米摂取の現状と課題： 

公衆衛生学的および医療経済学的視点からの考察
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全粒穀物は， 外皮や胚芽に豊富な栄養素を含み， 精製穀物よりも高い栄養価を有することか

ら， 非感染性疾患の予防に寄与する食品として国際的に注目されている。世界保健機関や国連食

糧農業機関は， 全粒穀物を健康的かつ持続可能な食事の一部として推奨しており， 複数の国では

食事ガイドラインに明記されている。一方， 日本では全粒穀物の明確な定義や摂取推奨がなく，

摂取量も他国と比べて極めて低い。本稿では， 全粒穀物摂取の公衆衛生学的および医療経済学的

意義に関する国際的知見を整理したうえで， 日本における代表的な全粒穀物である玄米に焦点を

当て， その摂取状況と課題を検討した。玄米摂取は 2 型糖尿病リスクの低下と関連しているが，

日本での摂取頻度は低く， 味， 調理の手間， 入手の難しさなどが普及の障壁となっている。ま

た， 白米の一部を玄米に置き換えることで， 2 型糖尿病の予防や医療費の抑制につながる可能性が

ある。栄養・健康教育の強化， 食品事業者との連携， 学校給食や職域での導入など， 多面的な取

り組みにより玄米をはじめとする全粒穀物の摂取を促進することが， 長期的に国民の健康増進と

社会保障費の抑制に資すると考えられる。
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Ⅰ は じ め に

全粒穀物は， 外皮や胚芽に食物繊維， ビタミン，

ミネラルを豊富に含み， 精製穀物よりも栄養価が高

い。また， 精製工程を経ないことから環境負荷の低

減にも寄与し， 持続可能な食品としての意義も注目

されている。世界保健機関は， 全粒穀物を健康的な

食事の構成要素として推奨しており1)， 国連食糧農

業機関との共同指針である『持続可能で健康的な食

事に関する指針（Sustainable Healthy Diets）』におい

ても， 摂取の重要性が強調されている2)。さらに，

EAT-Lancet 委員会による『地球にとって健康的な

食事（Planetary Health Diets）』では， 1 日2,500 kcal
の食事に対し， 全粒穀物を232 g 摂取することが望

ましいとされている3)。

高齢化が進展し， 慢性疾患の予防が喫緊の課題と

なっている日本において， 全粒穀物の摂取促進は，

健康寿命の延伸および社会保障負担の軽減に資する

有効な栄養政策となり得る。本稿では， 全粒穀物摂

取の現状と公衆衛生学的・医療経済学的検討につい

て国際的知見を整理するとともに， 日本において代

表的な全粒穀物である玄米に焦点を当て， 課題と展

望を提示する。

Ⅱ 全粒穀物の摂取と健康影響

2010年の推計によれば， 全粒穀物の世界平均摂取

量は 1 日約38 g であるのに対し， 日本人の摂取量は

約 8 g と著しく低かった4)。また， 国内工場労働者

を対象とした研究では， 2012～2013年時点で全粒

穀物の摂取者は 2 割にとどまり， 摂取歴のない者が

半数を超えていた5)。海外の先行研究から， 全粒穀

物の摂取は， 2 型糖尿病， 循環器疾患， がんなどの

非感染性疾患のリスクの低下と関連していることが

示されている6～8)。また， 非感染性疾患による死亡

と障害に関連して， 全粒穀物の摂取不足は食塩の過

剰摂取と果物の摂取不足に次いで 3 番目に大きな食

事要因であると推定されている9)。

こうした国際的な知見を背景に， 東南アジアや台
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湾， シンガポールを含む多くの国では全粒穀物の定

義の明確化， 健康強調表示， 食事ガイドラインへの

明記などの取組が進められている10)。90か国の食事

ガイドラインのうち44% が全粒穀物に言及してお

り11)， 米国では穀物の半分以上を全粒穀物とするこ

とが推奨されている12)。一方， 日本の『食事バラン

スガイド』や『食生活指針』では， 定義や摂取推奨

について明記されておらず，『日本標準食品成分表

2020年版（八訂）』においても全粒穀物としての分

類は存在しない10,13)。

近年， 全粒穀物摂取による健康への影響に関する

公衆衛生学的および医療経済的研究が進展してい

る。豪州と米国では 2 型糖尿病や循環器疾患に関連

する医療費への影響が試算されている14,15)。さらに

フィンランドでは， マルコフモデルによるシミュ

レーション研究から， 2 型糖尿病の発症予防， 医療

費削減， 質調整生存年の増加に寄与する可能性が示

されている16)。

オセアニアや欧米の先進国では， パンや即席シリ

アルが全粒穀物の主要な摂取源である17)。一方， 日

本では， 主食として最も多く摂取されているのは米

（夏期46%， 冬期42%）であり， 次いでパン， 麺類

が続く18)。こうした背景から， 次節では日本人に

とって最も身近な全粒穀物である玄米に注目する。

Ⅲ 日本における玄米摂取の現状

米国の国民健康・栄養調査（National Health and 
Nutrition Examination Survey）では， 2000年代後半

に玄米を摂取している成人は 3 % 程度であっ

た19)。日本の国民健康・栄養調査の分析によると，

2012年から2019年の間に， 20歳以上における 1 日

当たり玄米摂取量の95パーセンタイル値は一貫して

0 g であり， 白米摂取量の中央値は約151 g から約

124 g へと減少した20)。玄米摂取群の割合は， 約

2 % から約 3 % に増加し， 白米のみの摂取群は約

94% から約91% に低下， 白米も玄米も摂取しない

群は約 4 % から約 6 % に増加した。また， 玄米摂

取群は白米のみの摂取群に比べ， 野菜， 豆類， 果物

など他の植物性食品の摂取も多く， 植物性のタンパ

ク質や脂質， オメガ 6 脂肪酸， 食物繊維， ビタミ

ン， ミネラルの摂取量が高かった20)。さらに， 玄米

摂取群は女性， 高齢者， 都市部在住， 高学歴， 6 歳

未満の子どもがいない世帯， BMI＜25.0 kg/m2， 定

期的な運動習慣， 非喫煙者である傾向が見られ

た20)。

2018年の首都圏オンライン調査によれば， 週 3 回

以上玄米を食べる人は 7 % に過ぎず， 栄養価や便

通改善効果は認識されているものの， 味， 調理の手

間， 入手のしにくさなどが普及の妨げとなってい

た21)。また， 消化性や食感が改善された新品種や，

玄米炊飯機能を搭載した炊飯器の認知度も十分では

なかった21)。諸外国の研究でも， 同様の課題が指摘

されており， 健康教育， 学校給食への導入， 価格低

減などが対策として挙げられている22～24)。なお，

玄米は白米よりカドミウムや無機ヒ素を多く含むた

め， 偏らない食事に加え， 生産から消費までの各段

階で適切な管理が重要とされている25)。

Ⅳ 玄米摂取の健康影響

玄米摂取の健康影響に関しては， 米国の医療従事

者を対象としたコホート研究において， 2 型糖尿病

リスクの低下との関連が示されている7)。国内で

は， 食品工場の従業員を対象とした研究から， 玄米

や多穀米の摂取が体重管理に寄与する可能性が示さ

れた26)。また， 地域の事例研究では， 企業従業員と

その家族が精白米を加工玄米に置き換えることで健

康状態が改善し， 医療費が減少した可能性があると

報告されている27)。

全国の40～79歳日本人において， 白米の一日平均

摂取量の一部を玄米に置き換えた場合の 2 型糖尿病

および医療費への影響に関するシミュレーション結

果がある28)。現状の玄米の一日平均摂取量（2019年
時点で 0 g）を維持した場合， 10年間で新たに 2 型

糖尿病を発症する成人は約378万人， 国民医療費の

累計は158億米ドルと推計された。白米の一日平均

摂取量の30% を玄米に置き換えた場合， 約4.9万件

（1.3%）の発症が回避され， 約3,100万ドル（0.2%）

が削減されると予測された。さらに， 80% を玄米

に置き換えた場合， 約13万件（3.4%）の発症が回

避され， 約8,000万ドル（0.5%）が削減されると予

測された。

Ⅴ お わ り に

玄米の摂取を通じて， 野菜， 豆類， 果物など他の

植物性食品の摂取の重要性への理解も深まり， より

健康的な食習慣の形成が促される可能性がある。ま

た， 精白工程を要さないことから， 環境負荷の低減

という観点からも持続可能な食生活に資する食品で

ある。さらに， 玄米摂取の促進が 2 型糖尿病の予防

と国民医療費抑制に寄与する可能性がある。

今後， 玄米を含む全粒穀物の摂取を促進するに

は， 科学的根拠に基づく栄養・健康教育の強化， 食

品事業者との連携による製品開発や販路の整備， 学

校給食や職域における玄米の導入， 消費者の嗜好に

配慮した普及活動など， 多角的かつ包括的な取り組

みが求められる。海外の事例を参考にしつつ， 日本
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の食文化や流通環境に即した戦略を構築すること

が， 長期的に国民の健康増進と社会保障費の抑制に

つながると考えられる。

本稿の一部は， 公益財団法人医食同源生薬研究財団研

究助成（IDF#220001）による研究の成果である。開示す

べき COI は存在しない。
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Whole grain consumption in Japan, with a focus on brown rice: Current status  
and challenges from a public health and health economic perspective

Nayu IKEDA*
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Whole grains, which retain the bran and germ layers, are rich in nutrients and more nourishing than refined 
grains, with a globally acclaimed potential to prevent non-communicable diseases. The World Health Organization 
and Food and Agriculture Organization of the United Nations recommend whole grains as part of a healthy and 
sustainable diet, and several countries explicitly include them in their national dietary guidelines. In contrast, Japan 
lacks a clear definition or intake recommendation for whole grains and consumption levels remain notably low. This 
article reviews international evidence on the public health and health economic impact of whole-grain consump-
tion, focusing on brown rice, a representative whole grain in Japan. Although brown rice intake has been associated 
with a reduced risk of type 2 diabetes, its consumption remains limited in Japan owing to barriers such as taste pref-
erences, preparation efforts, and limited availability. Partial substitution of white rice with brown rice may help 
prevent type 2 diabetes and reduce national healthcare expenditure. Promoting the intake of whole grains, includ-
ing brown rice, through multifaceted strategies, such as enhanced nutrition and health education, collaboration 
with food industry stakeholders, and incorporation into school and workplace meals, may support long-term 
improvements in population health and the containment of social security costs.

*  Laboratory of Nutrition and Social Science, Center for Nutritional Epidemiology and Policy 
Research, National Institute of Health and Nutrition, National Institutes of Biomedical 
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